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中央教育審議会の概要

１ 設置の経緯
中央省庁等改革の一環として，従来の中央教育審議会を母体としつつ，生涯学習審議会，

理科教育及び産業教育審議会，教育課程審議会，教育職員養成審議会，大学審議会，保健
体育審議会の機能を整理・統合して，平成13年１月６日付けで文部科学省に設置。

２ 審議会の主な所掌事務
（１）文部科学大臣の諮問に応じて，①教育の振興及び生涯学習の推進を中核とした豊かな

人間性を備えた創造的な人材の育成に関する重要事項，②スポーツの振興に関する重要
事項を調査審議し，文部科学大臣に意見を述べること。

（２）文部科学大臣の諮問に応じて生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項を調査審議
し，文部科学大臣又は関係行政機関の長に意見を述べること。

（３）法令の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項を処理すること。

３ 構成
（１）委員30人以内，任期２年（再任可）（臨時委員及び専門委員を置くことができる）
（２）５分科会を設置する。（審議会及び分科会には，必要に応じて，部会を設置）

分科会の名称 主な所掌事務
教育制度分科会 ① 豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成のための教

育改革に関する重要事項
② 地方教育行政に関する制度に関する重要事項

生涯学習分科会 ① 生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項
② 社会教育の振興に関する重要事項
③ 視聴覚教育に関する重要事項

初等中等教育分科会 ① 初等中等教育の振興に関する重要事項
② 初等中等教育の基準に関する重要事項
③ 教育職員の養成並びに資質の保持及び向上に関する重
要事項

大学分科会 大学及び高等専門学校における教育の振興に関する重要
事項

スポーツ・青少年分科会 ① 学校保健，学校安全及び学校給食に関する重要事項
② 青少年教育の振興に関する重要事項
③ 青少年の健全な育成に関する重要事項
④ 体力の保持及び増進に関する重要事項
⑤ スポーツの振興に関する重要事項

教育振興基本計画部会 教育振興基本計画（平成20年7月1日閣議決定）の改定及
び円滑な実施に意見を述べること

高大接続特別部会 大学入学者選抜の改善をはじめとする高等学校教育と大
学教育の円滑な接続と連携の強化のための方策について調
査審議すること

４ 最近の諮問・答申
諮 問 答 申

・教職生活の全体を通じた教員の資質 ・スポーツ基本計画の策定について
能力の総合的な向上方策について (H24.3.21)
（H22.6.3） ・学校安全の推進に関する計画の策定につ
・第2期教育振興基本計画の策定について いて(H24.3.21)
（H23.6.6） ・教職生活の全体を通じた教員の資質能力
・スポーツ基本計画の策定について の総合的な向上方策について
（H23.9.22） （H24.8.28）
・学校安全の推進に関する計画の策定に ・新たな未来を築くための大学教育の質的
ついて（H23.9.22） 転換に向けて（H24.8.28）

・大学入学者選抜の改善をはじめとする ・今後の青少年の体験活動の推進について
高等学校教育と大学教育の円滑な接続 (H25.1.21)
と連携の強化のための方策について
（H24.8.28）
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第７期中央教育審議会委員

平成２５年２月１５日発令

（５０音順）
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生重 幸恵 特定非営利活動法人ｽｸｰﾙ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ・ﾈｯﾄﾜｰｸ理事長 一般社、

団法人ｷｬﾘｱ教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ協議会代表理事

、 、浦野 光人 株式会社ﾆﾁﾚｲ代表取締役会長 公益社団法人経済同友会幹事

公益財団法人産業教育振興中央会理事長

衞藤 隆 社会福祉法人恩賜財団母子愛育会日本子ども家庭総合研究所

所長、東京大学名誉教授

大島 まり 東京大学大学院情報学環教授、東京大学生産技術研究所教授

小原 芳明 玉川大学長

帯野久美子 株式会社ｲﾝﾀｰｱｸﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ代表取締役

河田 悌一 日本私立学校振興・共済事業団理事長

菊川 律子 九州大学理事

北城恪太郎 日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ株式会社相談役、公益社団法人経済同友会

終身幹事、学校法人国際基督教大学理事長

櫻井よしこ ジャーナリスト、公益財団法人国家基本問題研究所理事長

篠原 文也 政治解説者、ジャーナリスト

白石 勝也 愛媛県松前町長

高橋 香代 岡山大学大学院教育学研究科教授、岡山県教育委員会委員

武田 岳彦 社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長

田邉 陽子 日本大学法学部准教授

長尾ひろみ 広島女学院大学長

橋本 昌 茨城県知事

橋本 都 青森県教育委員会教育長

濱田 純一 東京大学総長

早川三根夫 岐阜市教育委員会教育長

平尾 誠二 神戸製鋼ﾗｸﾞﾋﾞｰ部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰ兼総監督、特定非営利活動法

人ｽﾎﾟｰﾂ･ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ機構理事長

無藤 隆 白梅学園大学子ども学部教授兼子ども学研究科長

森 民夫 長岡市長

吉田 晋 学校法人富士見丘学園理事長、富士見丘中学高等学校校長、

日本私立中学高等学校連合会長

（３０名）
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中央教育審議会関係法令 

 
○国家行政組織法（昭和23年7月10日法律第120号）（抄） 
 
 （審議会等） 
第八条 第三条の国の行政機関には、法律の定める所掌事務の範囲内で、法律又は政令の定め

るところにより、重要事項に関する調査審議、不服審査その他学識経験を有する者等の合議

により処理することが適当な事務をつかさどらせるための合議制の機関を置くことができる。 
 
○文部科学省組織令（平成12年6月 7日政令第251号）（抄） 
 （設置） 
第八十五条 法律の規定により置かれる審議会等のほか、本省に、次の審議会等を置く。 
  中央教育審議会 
  教科用図書検定調査審議会 
  大学設置・学校法人審議会 
 （中央教育審議会） 
第八十六条 中央教育審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 文部科学大臣の諮問に応じて次に掲げる重要事項を調査審議すること。 
  イ 教育の振興及び生涯学習の推進を中核とした豊かな人間性を備えた創造的な人材の育

成に関する重要事項（第三号に規定するものを除く。） 
  ロ スポーツの振興に関する重要事項 
 二 前号イ及びロに掲げる重要事項に関し、文部科学大臣に意見を述べること。 
 三 文部科学大臣の諮問に応じて生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項を調査審議す

ること。 
 四 前号に規定する重要事項に関し、文部科学大臣又は関係行政機関の長に意見を述べるこ

と。 
 五 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（平成二年法律第七十一

号）、理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）第九条第一項、産業教育振興法

（昭和二十六年法律第二百二十八号）、教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）、

学校教育法、社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）、スポーツ基本法（平成二十三

年法律第七十八号）、スポーツ振興投票の実施等に関する法律（平成十年法律第六十三号）

第三十一条第三項及び独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成十四年法律第百六

十二号）第二十一条第二項の規定に基づきその権限に属させられた事項を処理すること。 
 六 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十一号）第二条第二項及び産業教育振

興法施行令（昭和二十七年政令第四百五号）第二条第三項及び学校教育法施工令（昭和二

十八年政令第三百四十号）第二十三条の二第三項の規定によりその権限に属させられた事

項を処理すること。 
２ 前項に定めるもののほか、中央教育審議会に関し必要な事項については、中央教育審議会
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令（平成十二年政令第二百八十号）の定めるところによる。 
 
○中央教育審議会令（平成12年6月 7日政令第280号） 
 内閣は、国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の規定に基づき、この政令

を制定する。 
 （組織） 
第一条 中央教育審議会（以下「審議会」という。）は、委員三十人以内で組織する。 
２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことがで

きる。 
３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 
 （委員等の任命） 
第二条 委員は、学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命する。 
２ 臨時委員は、当該特別の事項に関し学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命す

る。 
３ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命す

る。 
 （委員の任期等） 
第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解

任されるものとする。 
４ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任さ

れるものとする。 
５ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 
 （会長） 
第四条 審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。 
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 
 （分科会） 
第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議

会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 
 

名  称 所 掌 事 務 
教育制度分科会 一 豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成のための教育改革

に関する重要事項を調査審議すること。 
二 地方教育行政に関する制度に関する重要事項を調査審議する

こと。 
生涯学習分科会 一 生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項を調査審議する

こと。 
二 社会教育の振興に関する重要事項を調査審議すること（スポー

ツ・青少年分科会の所掌に属するものを除く。）。 
三 視聴覚教育に関する重要事項を調査審議すること。 
四 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法

律（平成二年法律第七十一号）の規定に基づき審議会の権限に

属させられた事項及び社会教育法（昭和二十四年法律第二百七
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号）の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項（スポー

ツ・青少年分科会の所掌に属するものを除く。）を処理すること。 
初等中等教育分科会 一 初等中等教育（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育

学校及び特別支援学校における教育をいう。次号において同

じ。）の振興に関する重要事項を調査審議すること（生涯学習分

科会及びスポーツ・青少年分科会の所掌に属するものを除く。）。 
二 初等中等教育の基準に関する重要事項を調査審議すること。 
三 教育職員の養成並びに資質の保持及び向上に関する重要事項

を調査審議すること。 
四 理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）第九条第一

項、産業教育振興法（昭和二十六年法律第二百二十八号）及び

教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）の規定に基

づき審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 
五 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十一号）第二

条第二項及び産業教育振興法施行令（昭和二十七年政令第四百

五号）第二条第三項の規定により審議会の権限に属させられた

事項を処理すること。 
大学分科会 一 大学及び高等専門学校における教育の振興に関する重要事項

を調査審議すること（スポーツ・青少年分科会の所掌に属する

ものを除く。）。 
二 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定に基づき審

議会の権限に属させられた事項を処理すること。 
三 学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）第二十三

条の二第三項の規定により審議会の権限に属させられた事項を

処理すること。 
スポーツ・青少年分科会 一 学校保健（学校における保健教育及び保健管理をいう。）、学

校安全（学校における安全教育及び安全管理をいう。）及び学校

給食に関する重要事項を調査審議すること。 
二 青少年教育の振興に関する重要事項を調査審議すること。 
三 青少年の健全な育成に関する重要事項を調査審議すること。 
四 体力の保持及び増進に関する重要事項を調査審議すること。 
五 スポーツの振興に関する重要事項を調査審議すること。 
六 スポーツ基本法（平成二十三年法律第七十八号）、スポーツ

振興投票の実施等に関する法律（平成十年法律第六十三号）第

三十一条第三項及び独立行政法人日本スポーツ振興センター法

（平成十四年法律第百六十二号）第二十一条第二項の規定に基

づき審議会の権限に属させられた事項並びに社会教育法第十三

条の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項（青少年教

育に係るものに限る。）を処理すること。 
 
２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、文部科学大臣

が指名する。 
３ 分科会に、分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。 
４ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 
５ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員のうちから分科会長があらかじめ
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指名する者が、その職務を代理する。 
６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすることがで

きる。 
 
 （部会） 
第六条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっては、

分科会長）が指名する。 
３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。 
４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者が、その職務を代理する。 
６ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、その

定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
 （幹事） 
第七条 審議会に、幹事を置く。 
２ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、文部科学大臣が任命する。 
３ 幹事は、審議会の所掌事務のうち、第五条第一項の表生涯学習分科会の項下欄の第一号に

掲げる重要事項及び第四号に掲げる事項（生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備

に関する法律の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項に限る。）について、委員を補

佐する。 
４ 幹事は、非常勤とする。 
 （議事） 
第八条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開

き、議決することができない。 
２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決

し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 
３ 前二項の規定は、分科会及び部会の議事について準用する。 
 （資料の提出等の要求） 
第九条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の

長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 
 （庶務） 
第十条 審議会の庶務は、文部科学省生涯学習政策局政策課において総括し、及び処理する。

ただし、初等中等教育分科会に係るものについては文部科学省初等中等教育局初等中等教育

企画課において、大学分科会に係るものについては文部科学省高等教育局高等教育企画課に

おいて、スポーツ・青少年分科会に係るものについては文部科学省スポーツ・青少年局スポ

ーツ・青少年企画課において処理する。 
 （雑則） 
第十一条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。 
   附 則 
 この政令は、平成十三年一月六日から施行する。 
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中
央
教
育
審
議
会
運
営
規
則

平
成
二
十
五
年
二
月
二
十
七
日

中

央

教

育

審

議

会

決

定

中
央
教
育
審
議
会
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
八
十
号
）
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
中
央
教
育
審
議
会
運
営
規
則
を

次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
趣
旨
）

第
一
条

中
央
教
育
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
議
事
の
手
続
そ
の
他
審
議
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、

中
央
教
育
審
議
会
令
（
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
会
議
の
招
集
）

第
二
条

審
議
会
の
会
議
は
、
必
要
に
応
じ
、
会
長
が
招
集
す
る
。

（
分
科
会
）

第
三
条

分
科
会
の
会
議
は
、
必
要
に
応
じ
、
分
科
会
長
が
招
集
す
る
。
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２

令
第
五
条
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
分
科
会
の
所
掌
事
務
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄

に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
分
科
会
の
議
決
を
も
っ
て
審
議
会
の
議
決
と
す
る
。
た
だ
し
、
審
議
会
が
必
要
と
認
め

る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

分
科
会

事
項

生
涯
学
習
分
科
会

生
涯
学
習
の
振
興
の
た
め
の
施
策
の
推
進
体
制
等
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二

年
法
律
第
七
十
一
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
審
議
会
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項
及

び
社
会
教
育
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
審
議
会
の

権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項
（
ス
ポ
ー
ツ
・
青
少
年
分
科
会
の
所
掌
に
属
す
る
も
の

を
除
く
。
）

初
等
中
等
教
育
分
科
会

一

理
科
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
九
条
第
一
項
、
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産
業
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
及
び
教
育
職
員
免

許
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
審
議
会
の
権
限

に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項

二

理
科
教
育
振
興
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
三
百
十
一
号
）
第
二
条
第

二
項
及
び
産
業
教
育
振
興
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
五
号
）
第
二

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
審
議
会
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項

大
学
分
科
会

一

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
審
議
会

の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項

二

学
校
教
育
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
三
百
四
十
号
）
第
二
十
三
条
の

二
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
審
議
会
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項

ス
ポ
ー
ツ
・
青
少
年
分
科
会

ス
ポ
ー
ツ
基
本
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
七
十
八
号
）
、
ス
ポ
ー
ツ
振
興
投
票
の
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実
施
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
六
十
三
号
）
第
三
十
一
条
第
三
項
及
び

独
立
行
政
法
人
日
本
ス
ポ
ー
ツ
振
興
セ
ン
タ
ー
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
六
十
二

号
）
第
二
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
審
議
会
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項

並
び
に
社
会
教
育
法
第
十
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
審
議
会
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た

事
項
（
青
少
年
教
育
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

３

前
項
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
同
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
分
科
会
の
所
掌
事
務
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
審
議

会
が
あ
ら
か
じ
め
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
分
科
会
の
議
決
を
も
っ
て
審
議
会
の
議
決
と
す
る
。

４

前
二
項
に
規
定
す
る
事
項
に
つ
い
て
分
科
会
が
議
決
し
た
と
き
は
、
分
科
会
長
は
、
速
や
か
に
、
会
長
に
そ
の
議
決
の
内

容
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
分
科
会
の
議
事
の
手
続
そ
の
他
分
科
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
分
科
会
長
が

分
科
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。

（
部
会
）
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第
四
条

部
会
の
名
称
及
び
所
掌
事
務
は
、
会
長
（
分
科
会
に
置
か
れ
る
部
会
に
あ
っ
て
は
、
分
科
会
長
。
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
同
じ
。
）
が
審
議
会
（
分
科
会
に
置
か
れ
る
部
会
に
あ
っ
て
は
、
分
科
会
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
諮
っ

て
定
め
る
。

２

部
会
の
会
議
は
、
必
要
に
応
じ
、
部
会
長
が
招
集
す
る
。

３

令
第
六
条
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
審
議
会
が
あ
ら
か
じ
め
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
部
会
の
議
決
を
も
っ
て
審
議

会
の
議
決
と
す
る
。

４

前
項
に
規
定
す
る
事
項
に
つ
い
て
部
会
が
議
決
し
た
と
き
は
、
部
会
長
は
、
速
や
か
に
、
会
長
に
そ
の
議
決
の
内
容
を
報

告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
部
会
の
議
事
の
手
続
そ
の
他
部
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長
が
部
会
に

諮
っ
て
定
め
る
。

（
会
議
の
公
開
）

第
五
条

審
議
会
の
会
議
は
、
公
開
し
て
行
う
。
た
だ
し
、
特
別
の
事
情
に
よ
り
審
議
会
が
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
。
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２

審
議
会
の
会
議
の
公
開
の
手
続
そ
の
他
審
議
会
の
会
議
の
公
開
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
別
に
会
長
が
審
議
会
に
諮
っ
て

定
め
る
。

（
雑
則
）

第
六
条

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
議
会
の
議
事
の
手
続
そ
の
他
審
議
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
会
長

が
審
議
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
審
議
会
の
決
定
の
日
（
平
成
二
十
五
年
二
月
二
十
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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中
央
教
育
審
議
会
の
会
議
の
公
開
に
関
す
る
規
則

平
成
二
十
五
年
二
月
二
十
七
日

中

央

教

育

審

議

会

決

定

中
央
教
育
審
議
会
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
八
十
号
）
（
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
中

央
教
育
審
議
会
の
会
議
の
公
開
に
関
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
会
議
の
公
開
）

第
一
条

中
央
教
育
審
議
会
の
会
議
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
を
除
き
、
公
開
し
て
行
う
。

一

会
長
の
選
任
そ
の
他
人
事
に
関
す
る
事
項
を
議
決
す
る
場
合

二

前
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
会
長
が
、
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
公
平
か
つ
中
立
な
審
議
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
お

そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
そ
の
他
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
場
合

（
会
議
の
傍
聴
）

第
二
条

中
央
教
育
審
議
会
の
会
議
を
傍
聴
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
文
部
科
学
省
生
涯
学
習
政
策
局
政
策
課
（
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こ
の
条
に
お
い
て
「
事
務
局
」
と
い
う
。
）
の
定
め
る
手
続
き
に
よ
り
登
録
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
中
央

教
育
審
議
会
の
会
議
を
傍
聴
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
し
、
そ
の
人
数
は
、
原
則
と
し
て
当
該
各
号

に
掲
げ
る
人
数
と
す
る
。

一

放
送
機
関
、
新
聞
社
、
通
信
社
そ
の
他
の
報
道
機
関
に
所
属
す
る
者

一
社
に
つ
き
一
人

二

前
号
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者

原
則
と
し
て
受
付
け
の
順
序
に
従
っ
て
事
務
局
が
許
可
す
る
人
数

２

前
項
の
登
録
を
受
け
た
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
登
録
傍
聴
人
」
と
い
う
。
）
は
、
会
長
の
許
可
を
受
け
て
、
会
議

を
撮
影
し
、
録
画
し
、
又
は
録
音
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

登
録
傍
聴
人
は
、
前
項
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
事
務
局
の
定
め
る
手
続
に
よ
り
申
請
す
る
と
と
も
に
、
会

議
を
撮
影
し
、
録
画
し
、
又
は
録
音
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
事
務
局
の
指
示
に
従
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

登
録
傍
聴
人
は
、
会
議
の
進
行
を
妨
げ
る
行
為
又
は
他
の
登
録
傍
聴
人
の
傍
聴
を
妨
げ
る
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

５

会
長
は
、
登
録
傍
聴
人
が
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
ず
、
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
事
務
局
の
指
示

に
従
わ
ず
に
会
議
を
撮
影
し
、
録
画
し
、
若
し
く
は
録
音
し
た
と
き
、
又
は
前
項
に
規
定
す
る
行
為
を
し
た
と
き
は
、
退
場

を
命
ず
る
等
適
当
な
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。
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（
会
議
資
料
の
公
開
）

第
三
条

会
長
は
、
中
央
教
育
審
議
会
の
会
議
に
お
い
て
配
付
し
た
資
料
を
公
開
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
会
長
は
、

公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
公
平
か
つ
中
立
な
審
議
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
そ
の
他
正
当
な
理

由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
会
議
資
料
の
全
部
又
は
一
部
を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
議
事
録
の
公
開
）

第
四
条

会
長
は
、
中
央
教
育
審
議
会
の
会
議
の
議
事
録
を
作
成
し
、
こ
れ
を
公
開
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
会
長

は
、
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
公
平
か
つ
中
立
な
審
議
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
そ
の
他
正
当

な
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
議
事
録
の
全
部
又
は
一
部
を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
議
事
録
の
全
部
又
は
一
部
を
非
公
開
と
す
る
場
合
に
は
、
会
長
は
非
公
開
と
し
た
部
分
に
つ
い
て
議

事
要
旨
を
作
成
し
、
こ
れ
を
公
開
す
る
も
の
と
す
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
中
央
教
育
審
議
会
の
決
定
の
日
（
平
成
二
十
五
年
二
月
二
十
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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中央教育審議会の会議の運営について

平成２５年２月２７日

中央教育審議会申し合わせ

中央教育審議会は，会議の運営に関し，次のように申し合わせる。

第１ 文部科学大臣は，中央教育審議会運営規則（平成２５年２月２７日中央教育審議会

決定）第３条第２項の表の下欄に掲げる事項については，中央教育審議会（以下「審議

会」という ）の会議を経ないで諮問することができる。。

第２ 文部科学大臣は，前項の方法により諮問するときは，あらかじめ，会長にその諮問

の内容を報告するものとする。

第３ 文部科学大臣は，第１の方法により諮問したときは，速やかに，審議会にその諮問

の内容を報告するものとする。

附 則

この申し合わせは，審議会の決定の日（平成２５年２月２７日）から適用する。
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